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わが国輸出の変化と企業対応 
～新製品・新技術で世界市場に生き残る～

日本の財・サービスの輸出がGDPに占める

割合（いずれも実質ベース）は、1984年度に9.1 

％を記録した後、プラザ合意後の円高化とそれ

に伴う海外への生産シフトにより90年代前半に

かけて8％台に低下した。しかし、90年代後半

からGDPの低成長が続く中、輸出依存度が再

び高まり、02年度には11.5％に達した。 

しかし、世界における輸出国としての地位は

じりじりと下がっている。IMF（国際通貨基金）

の統計によれば、世界貿易額（輸出額・ドルベー

ス）に占める日本の輸出額の割合は1986年の 

10.3％をピークに02年は6.7％に低下。変わって

アジア諸国、特に中国のシェア拡大が目覚しい

（図1）。80年代に比べて円高になった分、輸出

額はドル換算でより大きく表示されることを考

慮すると、実質的にはさらにシェアが低下して

いることになろう。 

日本の輸出品構成においては、一般機械、電

気機器、輸送用機器及び精密機械の比重が高く、

ここ20年ほど全体の7割を超えている（表1）。 

これらの輸出品が日本の輸出国としての地位を

支えてきたが、今後も伸び続けるという保証は

ない。 

シェア低下要因の一つは、生産拠点の海外移

転である。例えば、VTRやTV受像機などの映

像機器は消費国での現地生産の拡大や輸出拠点

の海外移管により、輸出額が減少し続け95年度

にはピーク時の4割の水準まで減少した。 

近年ではドル箱輸出品の一つであった複写機

（複合機も含む）の中国への生産拠点移管が進

み、1999年に比べて2002年は、台数で▲58％、 
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金額で▲39％減少した。特に技術的優位という

側面が薄れたアナログ複写機については、台数

で▲86％、金額で▲89％と大幅に減少した

（（社）ビジネス機械・情報システム産業協会）。 

また、アジア諸国が生産技術を向上させ、日

本メーカーが競争力を失ったことも一因であろ

う。半導体の一種DRAMは、80年代は日本の

主要な輸出品の一つであったが、韓国、台湾企

業が台頭し、日本企業は一社を除き撤退に追い

込まれ、残った一社にしても02年に世界市場に

占める割合は5％未満である。 

このような外的環境の変化に対応して、日本

企業も技術力を生かし新製品を世界市場に投入

している。ディジタルカメラや液晶・PDPテレ

ビ、DVD関連機器などの新製品投入により、

低迷していた映像機器の輸出額は02年度には総

額1.6兆円、ピーク時の67％まで回復した。複

写機に関してもカラー複写機については、台数

ベースで増加傾向にあり、2002年は1999年に比

べ3割増となった。世界市場で欧州・韓国メー

カーに圧倒されていた携帯電話もカメラ付携帯

電話でシェア拡大を狙っている。 

また、乗用自動車は国際競争が激化する中で

も堅調さを持続させ、02年度の輸出額は過去最

高の7.9兆円を記録した。船舶も韓国メーカー 

が急速にシェアを伸ばし、新造船受注量などで

日本を圧倒した時期もあったが、日本はLNG

（液化天然ガス）船やLPG（液化石油ガス）船

などの高付加価値船の生産に移行し、近年シェ

アを取り戻している。 

海外移転や他国との競争は、これからも続く

であろう。特に豊富かつ低廉な労働力と広大な

消費地をかかえる中国へ生産拠点を移す動きは

止む気配がない（表2）。 

日本の主要な輸出品の中には、低価格に加え、

技術力を高めたアジア諸国からの輸出品と競合

しているものが多い。経済産業省の技術調査レ

ポート「東アジアの技術力について」（02年10

月）では、アジア諸国に進出している日系企業

へアンケート調査を行った結果、2005年には韓

国・台湾が光ディスクや映像機器むけの半導体

で日本とほぼ同等の技術水準に達すると企業が

考えていることを明らかにしている。さらに自

動車のローカル部品・金型についても中国、韓

国、台湾などが日本の技術水準に追いつきつつ

あると見ている。 

現在、日本経済を支えている輸出であるが、

中長期的にも堅調さを保てるかは、為替動向、

世界経済の状況および主要企業の海外生産戦略

などの影響も大きいが、ゲーム機やディジタル

カメラ、PDPテレビに搭載されている基幹部品

（キーデバイス）のような新技術・新製品を生

み出せる能力を維持できるか否かが重要な鍵を

握っている。 

（田口さつき） 
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